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アジア新興国・地域1全体の今年7-9月期

の成長率は、4.4％となった。前期（同

+4.1％）からは加速したものの、タイで

発生した洪水からの復興という特殊要因

（2012年10-12月期）を除けば、

2011年の10-12月期以降は4％台での

推移が続き、明確な成長改善とは言えな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

韓国は2013年7-9月期の成長率が前年

同期比で3.0％の成長率を上回った。消費

者景況感の改善も続いており、成長回復

過程にあると見られる（図表14）。今後

についても海外経済が改善することで、

輸出主導による回復が見られるだろう。 

 

台湾経済は、2012年前半には底打ちし

たと見られるが、その後の成長率は一進

一退となっており、経済全体の動向を示

す景気信号は「やや低迷」の領域での推

移が続いている。台湾の場合は、輸出シ

ェアで40％ほどを占める中国・香港向け

の輸出が伸び悩んでいる点が成長の回復

を妨げている主因と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    マレーシアの7-9月期の成長率は5.0％

となり、年前半の4％台前半から大きく改

善している。成長低迷の主因となってい

た輸出の伸び悩みが解消し、一次産品や

電気・電子製品の輸出が好調だったこと

が背景にある。 

 

タイは7-9月期の成長率が4-6月期に続

き前年同期比で3％割れとなるなど、景気

減速感が強まっている。特に生産活動に関

して、これまで成長を牽引していた輸出比率

30-60％の企業での鈍化が目立っており、内

需・外需ともに低迷していることがうかがえ

る。成長率は2013年で3.4％まで減速、

2014年も3.6％成長にとどまるだろう。
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台湾の国・地域別の輸出動向 

（注）2007年の平均を100として指数化。 

3期移動平均。 

（資料）ＣＥＩＣよりニッセイ基礎研究所作成 

（注）国別寄与度は各国の購買力平価ベースの名目

ＧＤＰシェアを推計して算出 

（資料）ＣＥＩＣ、ＩＭＦ、ニッセイ基礎研究所 
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貿易赤字は拡大傾向が続く 

財務省が12月18日に公表した貿易統

計によると、13年11月の貿易収支は▲

12,929億円と17ヵ月連続の赤字とな

り、赤字幅はほぼ事前の市場予想通りと

なった。円安の影響から輸出入ともに高

い伸びとなったが、輸入が前年比21.1％

（10月：同26.2％）と輸出の伸び（10

月：前年比18.6％→11月：同18.4％）

を上回ったため、貿易赤字は前年よりも

拡大した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

先行きについては、輸出は持ち直すもの

の、消費税率引き上げ前の駆け込み需要

を主因として輸入は高めの伸びが続くこ

とが見込まれるため、13年度末にかけて

高水準の貿易赤字が続く可能性が高い。 

 

外需が景気の牽引役となることは 

期待できず 

11月の輸出数量指数を地域別に見る

と、米国向けが前年比2.9％（10月：同 

 

5.3％）、EU 向けが前年比0.4％（10 

月：同8.0％）、アジア向けが前年比5.9％

（10月：同2.0％）となった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

米国向け、EU向けの低下は前月の高め

伸びの反動によるもので、10、11月の

平均を7-9月期と比べると、米国向けが

2.8％、EU 向けが0.0％、アジア向けが

4.2％、全体では1.8％高くなっている。

輸出は全体として持ち直している。 

7-9月期のＧＤＰ統計では、輸出が前

期比▲0.6％となり、外需寄与度が前期比

▲0.5％と3 四半期ぶりに成長率の押し

下げ要因となった。10-12月期は、輸出

は増加に転じるものの、内需堅調を反映

し輸入も増加を続けることから、現時点

では外需寄与度は前期比でゼロ近傍にな

ると予想している 

円安による所得収支黒字の拡大が見込

まれることから、現時点では11月の経常

収支（季節調整値）は低水準ながらも黒

字に戻ると予想している。 
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地域別輸出数量指数(季節調整値）の推移 

貿易収支の推移 

（資料）財務省「貿易統計」 

（資料）財務省「貿易統計」 
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（１）製造業 

製造業の業況判断ＤＩは、（前期▲15.1→）▲6.7（前期差8.4ポイント増）とマイナス幅

が縮小し、過去最高水準を更新した。 

製造業の１４業種の内訳では、鉄鋼・非鉄金属で2.0（前期差16.3ポイント増）、輸送用機

械器具で0.3（前期差15.6ポイント増）、金属製品で0.1（前期差15.3ポイント増）など６業

種でマイナス幅が縮小するとともにプラスに転じ、電気・情報通信機械器具・電子部品で▲

2.3（前期差13.6ポイント増）、食料品で▲15.0（前期差7.0ポイント増）、パルプ・紙・紙

加工品で▲4.8（前期差6.0ポイント増）など６業種ではプラスではないもののマイナス幅が

縮小し、化学、窯業・土石製品の２業種でそれぞれ▲5.5（前期差▲5.4ポイント減）、▲7.8

（前期差▲0.2ポイント減）とマイナス幅が拡大した。 

  

 

 

 

 

 

 利用上の注意 

経営 TOPICS 
      � 

「統計調査資料」 
抜 粋 

厚生労働省 
２０１３年１２月１８日発表 

 

毎月勤労統計調査 

平成２５年１０月分結果確報 

① 統計数値は、特に断りのない限り、事業所規模５人以上、常用労働者(パートタイム労働

者を含む。)に関するものである。 

② 「前年比」は、対前年増減率（％）を掲載している。季節調整済指数の「前月比」は、

対前月増減率（％）を掲載している。月次の場合、「前年比」、「前年差」は前年同月と比較

している。 

③ 産業名で、鉱業、採石業等、電気・ガス業、不動産・物品賃貸業、学術研究等、飲食サ

ービス業等、生活関連サービス等、その他のサービス業とあるのは、それぞれ鉱業、採石

業、砂利採取業、電気・ガス・熱供給・水道業、不動産業、物品賃貸業、学術研究、専門・

技術サービス業、宿泊業、飲食サービス業、生活関連サービス業、娯楽業、サービス業（他

に分類されないもの）のことである。 

④ 入職（離職）率とは、前月末労働者数に対する月間の入職（離職）者の割合（％）であ

る。なお、入職（離職）者には、同一企業内での事業所間の異動者を含む。 

⑤ 前年比などの増減率は、指数等により算出しており、実数で計算した場合と必ずしも一

致しない。 

⑥ 指数、前年比などの増減率は、調査事業所の抽出替え等に伴い、将来、改訂されること

がある。また、季節調整値及びその前月（期）比は、原則として１月分速報発表時に過去

に遡って改訂する（直近では、平成 25 年１月分速報発表時において改訂した）。 

⑦ 常用労働者とは、① 期間を定めずに、又は１か月を超える期間を定めて雇われている 

 者、② 日々又は１か月以内の期間を定めて雇われている者のうち、調査期間の前２か月

間にそれぞれ 18 日以上雇われている者、のいずれかに該当する者をいう。 

⑧ パートタイム労働者とは、常用労働者のうち、① １日の所定労働時間が一般の労働者

より短い者、② １日の所定労働時間が一般の労働者と同じで１週の所定労働日数が一般

の労働者より短い者、のいずれかに該当する者をいう。また、一般労働者とは、常用労働

者のうち、パートタイム労働者でない者をいう。 

⑨ 確報値は、速報値の集計後に新たに提出された調査票を加え集計したものである。速報

値と異なる傾向の調査票が多く提出された場合、改訂の度合いが大きくなることがある。 
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 統計表 

第１表 月間現金給与額 

第２表 月間実労働時間及び出勤日数 
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第３表 常用雇用及び労働異動率 

第４表 就業形態別月間現金給与額 

第５表 就業形態別月間労働時間及び出勤日数  
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顧客満足度向上のための 

ＣＲＭ（顧客関係構築）活用法 
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       自社の顧客をグルーピングし、特性をつかむ 
       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

       顧客グループに対する働きかけ法 
       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

      
 
        
 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

■参考文献 
『新版 実践ＢＣＰ策定マニュアル－事業継続マネジメントの基礎（オーム社）』 昆 正和 著 
『ＣＲＭ顧客はそこにいる（東洋経済新報社 2001 年）』 村山 徹、三谷宏治、アクセンチュア、ＣＲＭグループ 著 
『ＣＲＭの実際（日本経済新聞出版社 2003 年）』 古林 宏 著 
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ジャンル：マーケティング 
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売りにくいこの時代、重要なのは、売上に結びつく顧客を見つめ直して密接な関係を築く、 

すなわちＣＲＭ（顧客関係構築）の徹底です。  

 

■ＣＲＭ（顧客関係構築）の定義  

●ＣＲＭ （customer relationship management）  

シーアールエム／カスタマー・リレーションシップ・マネジメント  

 顧客関係構築、顧客育成、顧客情報管理と訳される場合もある。  

 商品やサービスを提供する企業が顧客との間に、長期的・継続的で「親密な信頼関係（リレ

ーションシップ）」を構築し、その価値と効果を最大化することで、顧客のベネフィット（便

益）と企業のプロフィット（利益）を向上させることを目指す総合的な経営手法 

 

 

（１）デフレスパイラルによる価格競争の激化  

単純な価格競争に陥って消耗していませんか？製品やサービスが次から次へと生み出され

る中、そこで起こることは価格競争です。価格競争は最終的には企業同士の消耗戦になってし

まい、働けど利益は出ずという結果になります。価格以外で勝負することから抜け出し、良い

循環を作ることこそ、ＣＲＭ（顧客関係構築）の担う役割になります。 

 
■価格を下げても商売になる前提 

●価格を下げることが購入につながるような価格弾力性のある製品か？  

●販売数量を増やせるだけのパイが市場にあるか？ 

 

（２）多様化する顧客ニーズへの対応 

今までと同じ事さえしていれば安泰という企業はそう多くありません。企業は何かしら手を

打つ必要性を感じています。ただ、顧客なくして企業なしと言われるように、顧客が変化し続

けている限り、企業もそれに対する対応力を付けていかなければなりません。 

 

（３）高まる顧客からの要求に応える 

ＣＲＭ（顧客関係構築）は、顧客満足を獲得すると同時に、それを効率よく低コストで実現

するという役割も担っています。具体的には、無駄な仕事を無くすことによるコスト削減、効

率アップ・スピードアップによるコストト削減だけでなく、営業やマーケティングが的確に動

けるようになることによる費用対効果の向上など、そのまま経営体質強化に直結する内容ばか

りです。 

1 ＣＲＭ（顧客関係構築）の目的と背景 

売れない時代だからこそ顧客を見つめ直す 

なぜ今ＣＲＭ（顧客関係構築）なのか？ 
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個別の付加価値を求める顧客ニーズに対して、企業が個別の対応をするためには、自社の特

徴を明確にし、上位に位置づけられる顧客との関係を持続させることに重点を置くべきです。

上位顧客との信頼関係を持続できることは、競合他社との違いを維持して、さらに新規顧客の

定着を容易にします。このような顧客との関係維持をマネジメントする仕組みをつくることが

ＣＲＭ（顧客関係構築）に求められる役割です。 

 

 

■ＣＲＭ（顧客関係構築）導入の手順 

① 顧客データの把握 

② 顧客のグルーピング 

③ 顧客グループに対するアクションプランの作成と実行 

 

 

■整理すべき顧客データ 

① 基本属性（住所、職業等） 

② ライフステージ（年齢、家族構成等） 

③ 購買パターン（平日、休日、バーゲン、季節の変わり目等） 

④ ライフスタイルの違い（関心事、趣味等） 

 

 

次に自社に取って意味のある、大切な顧客を独自に定義して、当てはまる顧客のグループを

セグメントします。まずは上位顧客から始めます。上位顧客を中心に自社との関係を強化する

ことや、上位顧客に支持される商品の品揃えをよくすることを通して、具体的な顧客関係構築

の実践段階に入ることになります。そのためには、自社の上位顧客とはどういう条件を満たす

顧客なのかを明確にする必要があります。 

 

 

最後は上位、中位、下位の顧客グループに対して、どのような対応をするかをアクションプランに

落とし込んで実行し、効果測定を行います。どうすれば再度、上位顧客に戻ってもらうことができる

かを知ることが、課題に対する最初のアクションプランです。また同様に大切なことは、新規顧客に

その後何度か来店してもらい、自社の良い面を知ってもらうことや、販売員との信頼関係を築き馴染

み客になってもらうことです。 

2 自社の顧客をグルーピングし、特性をつかむ 

ＣＲＭ（顧客関係構築）導入の進め方 

重要なのは現場のマーケティング 

顧客データの把握 

顧客のグルーピング 

顧客グループに対するアクションプランの作成と実行 
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■顧客グループ別の対応課題 

① 上位顧客の維持と継続、店離れ防止 

② 中位、下位顧客のランクアップ推進 

③ 新規顧客の定着 

④ 顧客に支持される品揃え、商品強化の対応 

⑤ ライフステージ、ライフスタイルに対応 

 

 

 

■上位顧客対応のメリット 

①１回当たりの購入単価が高い 

② 顧客当たりの利益額が大きい 

③ 長期の継続率が高い 

 

 

 

①上位顧客としての優遇 

まず企業として、上位顧客として認知していることを顧客に伝えた上で、それにふさわ 

しい接し方を実行します。 

②名前で呼び、顔を覚える 

上位顧客は顔を覚えて親しい関係となり、接客の際は名前で呼ぶことでコミュニケーションを図る

など、より親密な関係を構築することが大切な働きかけになります。 

③支持される商品強化と品揃え 

上位顧客が継続して来店する動機付けにおいて、一番の要素である商品提案力に営業努力を払う必

要があります。自社が得意とする商品分野で特徴ある品揃えを上位顧客だけに的を絞って行い、支持

商品の強化を図ります。 

 

 

顧客分析の結果、上位顧客が店離れの傾向にある場合には、その原因を調査して、顧客とのリレー

ションを修復する働きかけが必要です。例えば、店離れの顧客に対して電話やＤＭ、はがきなどで何

が課題かを教えてもらい、関係の改善にきちんとした対応をすれば、顧客の支持を再び取り戻すこと

が可能となります。 

 

3 顧客グループに対する働きかけ 

顧客グループ別のリレーションづくりを検討する 

上位顧客への働きかけ 

上位顧客対応の経営上のメリット 

店離れした上位顧客への働きかけ 
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上位顧客に対して優遇の仕組みを推進しても、継続率が上がる一方で一定の率で人数が減ることは

やむを得ません。したがって、中位、下位からのランクアッププロモーションを絶えず行うことが求

められます。 

 

 

新規顧客の固定化率の変化を見ることで、自社の顧客に対する魅力度がこれまで通りに維持

できているかどうかを知ることができます。新規顧客に対しては、一定期間で店舗との馴染み

関係をつくることに主眼を置いた対応が必要です。 

 

 

（１）上位顧客としての優遇 

Ａ社は、10 店舗を持つ中小小売チェーンです。ＣＲＭ（顧客関係構築）を導入するに当た

って、データ分析に十分な情報を得るためにポイントカードを導入しました。ポイントカード

で得た情報で、購入金額と来店頻度により顧客をグルーピングすると、上位 40％の顧客で売

上の約 30％を占めていたのです。 

 

（２）上位顧客への働きかけ 

■上位顧客への働きかけ事例 

① 毎月のイベント案内のＤＭ発送 

② 上位顧客だけの優先招待セール 

③ バースデイ 10％割引 

④ ポイント３倍加算フェアのい 

 

（３）ライフステージ・スタイルの合わせたアプローチ 

■ライフステージ・スタイルの合わせたアプローチ事例 

① 乳児のいる家庭・・・ベビーフードや紙おむつの案内 

② ペットフードの購入者・・・ペット関連商品の案内 

③ 高齢者・・・健康補助食品、介護用品の案内 

 

これまで述べてきたような、Ａ社のＣＲＭ（顧客関係構築）は、ほぼＤＭを使って行われ、

従来型のチラシは３分の１以下に減少しました。また、ＤＭもカード会員全員に出すのに比べ、

３分の１のコストで済み、来店頻度も上位顧客では70％以上と向上しました。 

 

 

中位、下位顧客の上位へのランクアッププロモーション 

新規顧客への対応 

小売業Ａ社のＣＲＭ（顧客関係構築）導入事例 
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経営データベース  

 

 

新規事業計画書の必要性 
新規で事業を始める際、新規事業計画書が必要だといいますが、 

その必要性を教えてください。 

 

１．事業計画書を策定する利点 

実際に起業をしてみたものの、事業がうまく軌道に乗れない、失敗してしまうケー

スが多々あります。事業がうまくいかない原因は色々と考えられますが、その多く

は事業計画書を立てずに自己の思い入れだけで起業してしまったという例が目立

ちます。 
経営環境が激しく変化する昨今、後に思いがけないことで失敗してしまうのを防止するため

にも、どのような事業であっても事業計画書を策定する必要があります。  
 

①自己の事業の実現可能性を客観的に判断できる 
 事業計画書には、将来のビジョン・事業コンセプト・マーケティング戦略・売上予測・資金

繰りなどを記載しますが、これらの項目を何度も精査することによって、事業が成功するか、

あるいは失敗してしまうかという見込みを、客観的に判断できるようになります。また、その

過程で、自分が本当にやりたいことが何なのかに気づく場合もあります。 
自分の頭の中でぼんやりとしている内容を事業計画書に落とし込むことによって、将来の目

標、課題、リスクなどが目に見える形で把握できるようになるのです。 
 
②関係者（出資者・銀行・地方自治体など）を説得させるのに活用できる 
 銀行、地方自治体などから融資を受ける場合、事業計画書を提出しなければならないケース

がほとんどです。事業計画書の提出が必須でない場合であっても、事業計画書を添付して事業

の魅力をアピールしたほうが、融資は受けやすくなる可能性が高いのです。特に書面での審査

が中心の公的な制度融資においては、事業計画書の添付効果は抜群と言えるでしょう。 
 
２．事業計画書の大まかな構成 
 

次に事業計画書の大まかな構成を説明します。 

① 経営環境分析（ＳＷＯＴ分析・市場分析・競合分析・ポジショニングマップなど） 

② 事業構想（経営理念・将来ビジョン・事業コンセプト・リスクの洗い出しなど） 

③ 数値計画（売上予測・目標損益計算書・人員計画・損益分岐点分析・資金繰りなど） 

 
事業計画書には特に決まった様式はありませんが、上記３つの項目は必須記載事項と考えら

れます。上記の項目は、どの事業を起業する場合であっても、必ず記載すべき項目です。    
 

ジャンル： 経営計画 ＞ サブジャンル： 新規事業計画 
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 経営データベース  

 

 

 
事業計画書の作成 
事業計画書の作成方法や注意点を教えてください。 

 

１．事業収支の前提条件を決める  

事業収支は、具体的に事業の投資・売上高・経費が検討され、評価者から見て誤り

がないかが重要です。  
事業収支を区分・項目・内容・算出根拠の４つに分けます。区分は初期投資・追加

投資・資金調達・売上予測・経費・その他の６つに分けます。次に各項目の算出根拠を示しま

す。必ず、信用のある専門機関・政府が公表したデータを使用し、投資・経費については合見

積もりのデータを添付するようにします。 
 
２．事業収支計画は予想を下回るケースに備える 

（１）３通りの事業収支計画を作る 

① 経営環境分析（ＳＷＯＴ分析・市場分析・競合分析・ポジショニングマップなど） 

② 事業構想（経営理念・将来ビジョン・事業コンセプト・リスクの洗い出しなど） 

③ 数値計画（売上予測・目標損益計算書・人員計画・損益分岐点分析・資金繰りなど） 

 
（２）作成する期間は５～７年 

銀行の貸出期間は、通常５年です。事業収支計画も必然的に５年分の作成が基本になりま

す。７年超を作ってもよいのですが、予測制度が保証されないので無視されます。 
 

３．会社の成長を明確にした事業計画書をつくる 

（１）根拠･明確な筋書き･具体性をもたせる 

① 事業戦略 

② 事業コンセプト 

③ 事業環境認識 

④ 事業化プラン 

⑤ 事業収支 

⑥ その他 

 
（２）留意点 

新規事業については、かなりずさんな計画が多く見受けられます。投資・売上は過大であり、

経費も見積もりが甘いケースが多いのです。こうしたずさんな計画にならないよう、慎重に作

成することを心がけます。 

2 

uestion 

nswer 

ジャンル： 経営計画 ＞ サブジャンル： 新規事業計画 


